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平 成 25 年 度 函 館 市 公 共 下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

第 2 項

第 1 項

△

36,958,000

区 分

区 分

第 2 項

営 業 収 益

当 初 予 算 額

第 3 項 特 別 利 益

△

△営 業 外 費 用

△

地方公営企業

法 第 24 条 第

3項の規定に

よ る 支 出 額

 　 支      出

48,122,000

備　　　考

5,856,880,000

△

小 計

3,041,326

24,077,832

地 方 公 営

企 業 法 第

26 条 第

2 項 の 規

定 に よ る

繰 越 額

1,471,884,000

5,262,042,000

1,464,944,142

5,161,879,594

8,000,000

3,751,868,000

30,290,000

100,162,406

79,010,380

8,000,000

5,262,042,000

1,471,884,000

3,751,868,000

1,027,2776,212,168

6,939,858

30,290,000

487,697

8,958

不 用 額

188,478

22,327,674

187,478

決 算 額

8,000,000第 4 項

第 3 項

8,000,000

30,290,000特 別 損 失

予 備 費

第1款 下 水 道 事業 費用

営 業 費 用 3,763,032,000 11,164,000

5,869,407,692

8,694,000

22,270,000

円

12,527,692

円円

営 業 外 収 益 16,675,000

5,879,150,000

9,673,8445,882,250,000

25,369,000

13,576,000

 うち, 仮受消費税及び地方消費税

221,322,559

221,819,2145,891,923,844

備　　　　　考

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

 　 収      入

円

地 方 公 営 企業 法第 24条

第 3 項 の 規 定 に よ る 支

出 額 に 係 る財 源充 当額

合   　　計

円

流 用

増減額

 うち,仮払消費税及び地方消費税

71,982,696

70,955,4193,672,857,620

合 計補 正 予 算 額当 初 予 算 額

補 正 予 算 額

第1款 △5,895,826,000

予 備 費

支 出 額

下 水 道 事業 収益

第 1 項

円

1,0001,000

地 方 公 営 企

業 法 第 26

条 第 2 項 の

規 定 に よ る

繰 越 額

(1) 収益的収入及び支出

予　　　        　　　　算　　　　　　　　　　　額

予　　　        　　　　算　　　　　　　　　　　額

決　　算　　額

1,508,842,000

5,310,164,000



円 円

△

△

△

△

△

3,450,373,000

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

59,075,000

円

59,075,000

円

766,517,902

28,174,947

790,418

36,231,000

10,927,000

10,035,852

354,774,000

22,486,000

不 用 額
地方公営企

業 法 第 26

条の規定に

よる繰越額

備　   考継 続 費

逓 次

繰 越 額

3,758,277,246

353,983,582

41,177,852

36,231,000

5,720,256,588 245,521,000

円

3,758,278,000

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,231,242,665円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

13,524,000

31,961,540

第 2 項

5,444,655,000 53,086,412245,521,000

245,521,000

556,802,000

164,000,000

資 本 的 支 出

第 1 項

第1款

1,899,173,000

246,209,000

建 設 改 良 費

720,802,000

流 用

増減額

164,000,000

小　　　計

決　算　額
地方公営企業

法第26条の規

定による繰越

額

3,450,373,000

  円 円

328,000,000

  円

地方公営企業法第26条の

規定による繰越額に係る

財 源 充 当 額

決　 算 　額
継 続 費 逓 次

繰越額に係る

財 源 充 当 額

(2) 資本的収入及び支出

 　 収      入

区 分

補 正 予 算 額

3,778,373,000

31,142,000

13,524,000

435,802,000

2,332,800,000

小　 　　計当 初 予 算 額

31,142,000

354,777,000 354,774,000

42,158,658

6,018,864,000

区 分

第 1 項

受 益 者 負 担 金

第 2 項

第 4 項

4,269,460

121,000,000

第1款

工 事 補 償 金

第 3 項

他 会 計 負 担 金

第 6 項

長 期 貸 付 金

返 還 金

第 5 項

資 本 的 収 入

企 業 債

国 庫 補 助 金

89,414,294

89,414,294

 うち,仮払消費税及び地方消費税

合　　　計 合   計

翌　年　度　繰　越　額

31,142,000

継続費

逓 次

繰越額

49,274,604円，過年度分損益勘定留保資金6,273,883円，当年度分損益勘定留保資金1,761,803,178円及び繰越利益

328,000,000

5,690,864,000

754

245,521,000

33,413,000

2,227,173,0001,652,964,000

33,413,000

剰余金処分額413,891,000円で補てんした。

第 3 項 長 期 貸 付 金 33,413,000

3,758,278,000

246,097,000

3,000

36,231,000

3,204,276,000

企 業 債 償 還 金

246,209,000

当 初 予 算 額

 　 支      出

3,758,278,000

328,000,000

1,939,493,342

125,100,000

補 正 予 算 額

△

2,457,900,000

13,524,000

予　　　        　　　　算　　　　　　　　　　　額

予算額に比べ

決算額の増減

円

289,359,077

2,621,900,000

合　　　　計

円

2,455,800,000

予　　　        　　　　算　　　　　　　　　　　額

134,660,085

備　　　　　考

円

3,489,013,923 当年度予算額のうち，企業

債124,400,000円および国庫

補助金121,000,000円は，翌

年度繰越額に係る財源とし

て繰越。 　　。

166,100,000

6,425,034

586,141,915

19,949,034


